
    地域 

項目 
井 手 町 （開発行為に関する指導要綱） 

適用範囲 

 

 本町において開発行為を行うもの(以下「事業者」という。)の中で、次の各号に掲げるものに適用する。 

１.開発区域が１，０００㎡以上の開発行為 

２.開発区域が１，０００㎡未満であっても連続して開発を行い前号の規模に達した開発行為 

３.一定の区域内において、１，０００㎡以上の開発行為を個人が共同して行う場合 

４.開発区域が１，０００㎡未満の開発行為であっても細則で定めるものについては、この要綱の全部又は一部を適用する。 

５.国、地方公共団体、京都府住宅供給公社、住宅・都市整備公団等が行う宅地開発については、この要綱は適用しない。 

宅地区画割

面積基準 

 事業者は、開発区域における良好な居住環境の確保を図るため、一戸建住宅一区画の面積は165㎡以上とする。なお、既成市

街地については、概ね１１５㎡以上とし１００㎡を下回らないこと。     

 

公

共 

・ 

公

益 

施

設 

道 路 １.事業者は、開発区域内に都市計画決定又は、予定道路がある場合には、町長の指示に従いその計画に適合させるものとす 

る。 

なお、開発区域外についても必要と認められる範囲まで事業者の負担において整備するものとする。 

２.前項のほか、「都市計画法」、「建築基準法」、「道路法」、「道路構造令」等関連法規に準拠するものとする。  

公園、広

場、緑地

関係 

 

１.開発区域内に都市計画決定された公園又は緑地がある場合は、事業者の負担において整備するものとする。 

２.公園、広場、緑地に充当すべき面積は、宅地開発を目的としたものにあっては、原則として、開発面積の３％以上で計画戸 

  数１戸当り７㎡以上とし、算出した面積が１００㎡に満たない場合は、１００㎡とする。 

３.公園の施設等の整備は事業者負担とし、その負担、維持管理は別途協議するものとする。 

上・下水

道 

１.事業者は、開発区域内の給水計画について、町水道事業管理者と事前に協議しなければならない。なお、開発区域外につい 

ても必要と認められる範囲まで事業者の負担において、整備するものとする。 

２.事業者は、開発区域に給水するため必要な水道施設(浄水場及び配水施設の増設)について、その整備に要する経費を別に定 

めるところに従い分担しなければならない。 

３.事業者は、開発区域の水道給水施設の設計、施工については、町の定める基準に基づき町水道事業管理者の承認を得て施行 

しなければならない。 

４.事業者は、開発区域の水道施設の移管時期は、水道が当該開発区域に対し給水を開始した時期とする。 

５.地下水を利用することは原則として認めない。ただし、やむを得ず地下水を利用して自家給水施設を設置する場合は、町水 

道事業管理者の承認を得るものとする。 

消 防 関

係施設 

１.事業者は、開発区域内に消防庁の定める消防力の基準に基づく消防ポンプ自動車及び格納庫並びに消防水利基準による消火 

栓(同器具格納庫を含む。)、貯水槽を設置しなければならない。 

２.事業者は、消火栓、貯水槽を設置した箇所に消防法施行規則第３４条の２の規定に定められた、消防水利標識を設置しなけ

ればならない。 

３.事業者は、前２項の施行について、井手町総務課と事前に協議しなければならない。   

教 育 関

係施設 

１.事業者は、開発区域の規模に応じ、１，５００戸につき小学校用地、２，０００戸につき中学校用地を義務教育諸学校施設

費国庫負担法施行令(昭和３３年政令第１８９号)に定める基準により町に無償提供すると共に別に定める基準により学校施

設設備を分担するものとする。 

２.前項を算出基準とするが、町長が特に必要と認めた場合は、別に協議するものとする。 

文化財の保

護 

１.事業者は、埋蔵文化財包蔵地及びその周辺地域において、開発事業を行う場合、事前に町教育委員会と協議しなければなら 

ない。 

２.事業者は、前項以外の地域での開発事業に伴い埋蔵文化財等を発見した場合、工事を中止し、直ちに町教育委員会に届出

て、その指示を受けなければならない。なお、発掘調査費等については、事業者負担とする。 

その他の措

置 

１.ごみ処理は原則として定点収集方式とし、町長の指示により集積場所を設置すること。また計画戸数に応じて、「ごみ処理 

施設整備費及びごみ収集自動車購入費」を分担すること。                                                 

２.計画戸数(区画数)１００戸毎に集会所。１，５００戸内外で中央集会所。 

３.駐車施設は、１戸建、共同住宅(中高層を含む)は１戸当たり１台以上とする。      

施行改正年月日 昭和63年 1月18日施行 昭和63年 2月 1日改正 平成元年 5月 1日改正 平成 8年 4月 1日改正 平成11年 4月 1日改正 

平成20年 4月 1日改正 平成25年 3月 8日改正 

 


